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山 形 市         



令和４年１２月定例会議案目次 

 

議 案 番 号              件          名 

議第７０号  令和４年度山形市一般会計補正予算 

議第７１号  令和４年度山形市国民健康保険事業会計補正予算 

議第７２号  令和４年度山形市後期高齢者医療事業会計補正予算 

議第７３号  令和４年度山形市介護保険事業会計補正予算 

議第７４号  令和４年度山形市母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計補正予算 

議第７５号  令和４年度山形市公設地方卸売市場事業会計補正予算 

議第７６号  令和４年度山形市農業集落排水事業会計補正予算 

議第７７号  「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律に基づく特

定事業に係る契約の締結について」の一部変更について（山形市立南沼原小学

校校舎等改築事業） 

議第７８号  山形市個人情報の保護に関する法律施行条例の設定について 

議第７９号  山形市議会議員及び山形市長の選挙における選挙運動に要する費用の公費負担

に関する条例の一部改正について 

議第８０号  山形市情報公開条例の一部改正について 

議第８１号  山形市職員定数条例の一部改正について 

議第８２号  山形市手数料条例の一部改正について 

議第８３号  山形市印鑑条例の一部改正について 

議第８４号  山形市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例の一部改正について 

議第８５号  山形市道路の構造の技術的基準等を定める条例の一部改正について 

議第８６号  山形市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正につい 

       て 

議第８７号  山形市消防本部及び消防署の設置等に関する条例の一部改正について 

議第８８号  山形市立学校設置条例の一部改正について 

議第８９号  山形市下水道条例の一部改正について 

議第９０号  山形市病院事業の設置等に関する条例の一部改正について 





















































    

議第７７号 

 

「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律に基づく特定 

事業に係る契約の締結について」の一部変更について                        

 

令和元年１２月１３日に議決を経た議第９２号「民間資金等の活用による公共施設等の整備

等の促進に関する法律に基づく特定事業に係る契約の締結について」の一部を次のように変更

する。 

 

令和４年１１月２４日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

３契約金額の項中「金４，５０１，２１１，１９０円」を「金４，４３５，３８５，２７４

円」に改める。 

 

 

 

理 由 

南沼原小学校校舎等改築事業に係る契約について、契約金額を変更しようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

議第７８号 

 

山形市個人情報の保護に関する法律施行条例の設定について 

 

山形市個人情報の保護に関する法律施行条例を次のように制定する。 

 

令和４年１１月２４日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市個人情報の保護に関する法律施行条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」と

いう。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、法及び個人情報の保護に関する法律施行令（平成

１５年政令第５０７号）において使用する用語の例による。 

（個人情報取扱事務の届出） 

第３条 市の機関（市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評

価審査委員会、上下水道事業管理者、病院事業管理者及び消防長をいう。以下同じ。）及び財

産区は、個人情報を取り扱う事務であって、当該個人情報に含まれる記述等又は個人識別符

号により当該個人を検索し得る状態で個人情報が記録された行政文書等を使用するもの（以

下「個人情報取扱事務」という。）を新たに開始しようとするときは、あらかじめ、次に掲げ

る事項を市長に届け出なければならない。届け出た事項を変更しようとするときも同様とす

る。  

⑴ 個人情報取扱事務の名称及び目的 

 ⑵ 個人情報取扱事務を所管する組織の名称 

 ⑶ 個人情報の対象者の範囲 

 ⑷ 個人情報の記録項目 

 ⑸ その他規則で定める事項 



 

 

２ 市の機関及び財産区は、前項の規定により届け出た個人情報取扱事務を廃止したときは、

遅滞なくその旨を市長に届け出なければならない。 

３ 市長は、前２項の規定による届出があったときは、遅滞なく当該届出に係る事項を第１１

条第１項に規定する山形市個人情報保護制度運営審議会に報告しなければならない。 

４ 市長は、第１項の規定による届出があったときは、当該届出に係る事項を記載した目録を

作成し、一般の閲覧に供しなければならない。 

（開示請求に係る手数料） 

第４条 法第８９条第２項の規定により納付しなければならない手数料の額は、無料とする。 

２ 開示請求者は、写しの交付により保有個人情報の開示を受けようとするときは、規則で定

めるところにより、当該保有個人情報が記録された行政文書等の写しの作成及び送付に要す

る費用を負担しなければならない。 

（開示請求書の記載事項） 

第５条 開示請求書には、法第７７条第１項各号に掲げる事項のほか、市の機関及び財産区が

定める事項を記載することができる。 

（開示決定等の期限） 

第６条 開示決定等は、開示請求があった日から１４日以内にしなければならない。ただし、

法第７７条第３項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当

該期間に算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、市の機関及び財産区は、事務処理上の困難その他正当な理由が

あるときは、同項に規定する期間を３０日以内に限り延長することができる。この場合にお

いて、市の機関及び財産区は、開示請求者に対し、遅滞なく延長後の期間及び延長の理由を

書面により通知しなければならない。 

（開示決定等の期限の特例） 

第７条 開示請求に係る保有個人情報が著しく大量であるため、開示請求があった日から４４

日以内にその全てについて開示決定等をすることにより事務の遂行に著しい支障が生ずるお

それがある場合には、前条の規定にかかわらず、市の機関及び財産区は、開示請求に係る保

有個人情報のうちの相当の部分につき当該期間内に開示決定等をし、残りの保有個人情報に

ついては相当の期間内に開示決定等をすれば足りる。この場合において、市の機関及び財産

区は、同条第１項に規定する期間内に、開示請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通

知しなければならない。 



 

 

⑴ この条の規定を適用する旨及びその理由 

⑵ 残りの保有個人情報について開示決定等をする期限 

（訂正請求書の記載事項） 

第８条 訂正請求書には、法第９１条第１項各号に掲げる事項のほか、市の機関及び財産区が

定める事項を記載することができる。 

（利用停止請求書の記載事項） 

第９条 利用停止請求書には、法第９９条第１項各号に掲げる事項のほか、市の機関及び財産

区が定める事項を記載することができる。 

（行政機関等匿名加工情報の利用に係る手数料） 

第１０条 法第１１９条第３項の規定により納付しなければならない手数料の額は、    

２１，０００円に次に掲げる額の合計額を加算した額とする。 

⑴ 行政機関等匿名加工情報の作成に要する時間１時間までごとに３，９５０円 

⑵ 行政機関等匿名加工情報の作成の委託を受けた者に対して支払う額（当該委託をする場

合に限る。） 

２ 法第１１９条第４項の規定により納付しなければならない手数料の額は、次の各号に掲げ

る行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約を締結する者の区分に応じ、それぞれ当該各

号に定める額とする。 

⑴ 次号に掲げる者以外の者 法第１１５条の規定により当該行政機関等匿名加工情報の利

用に関する契約を締結する者が法第１１９条第３項の規定により納付しなければならない

手数料の額と同一の額 

⑵ 法第１１５条（法第１１８条第２項において準用する場合を含む。）の規定により当該行

政機関等匿名加工情報の利用に関する契約を締結した者 １２，６００円 

（個人情報保護制度運営審議会の設置） 

第１１条 次に掲げる事務を行うため、法第１２９条の規定によりこの市に山形市個人情報保

護制度運営審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

⑴ 第１３条の規定による諮問に応じて調査審議すること。 

⑵ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年

法律第２７号）第２８条第１項に規定する評価書に記載された特定個人情報ファイルの取

扱いに関する事項について調査審議し、市長に意見を述べること。 

２ 審議会は、個人情報の適正な取扱いについて議会から意見の求めがあったときは、議会に



 

 

意見を述べることができる。 

（審議会の組織等）  

第１２条 審議会は、委員１０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、専門的な知識経験を有する者及び市民のうちから市長が委嘱する。 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

５ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

６ 審議会は、前条に規定する事務を行うため必要と認めるときは、市の機関、議会又は財産

区の職員その他関係人の出席を求め、意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めるこ

とができる。 

７ 前各項並びに次条及び第１４条に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、

規則で定める。 

（審議会への諮問） 

第１３条 市の機関及び財産区は、次の各号のいずれかに該当する場合において、個人情報の

適正な取扱いを確保するため専門的な意見を聴くことが特に必要と認めるときは、審議会に

諮問することができる。 

⑴ この条例の規定を改正し、又は廃止しようとするとき。 

⑵ 法第６６条第１項の規定に基づき講ずる措置の基準を定めようとするとき。 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市の機関及び財産区における個人情報の取扱いに関する運

用上の細則を定めようとするとき。 

（諮問の手続） 

第１４条 市の機関及び財産区は、前条の規定により審議会に諮問しようとするときは、規則

で定めるところにより、諮問に関する必要な手続に従わなければならない。 

（運用状況の公表） 

第１５条 市長は、毎年、市の機関及び財産区における法及びこの条例の運用状況を取りまと

め、これを一般に公表しなければならない。 

（委任） 

第１６条 この条例の施行に関し必要な事項は、市の機関及び財産区が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 



 

 

１ この条例は、令和５年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。  

 （山形市個人情報保護条例の廃止） 

２ 山形市個人情報保護条例（平成１２年市条例第３４号。以下「旧条例」という。）は、廃止

する。  

 （経過措置） 

３ 次に掲げる者に係る旧条例第１２条、第１３条第３項又は第４３条第２項の規定によるそ

の業務に関して知り得た旧条例第２条第１号に規定する個人情報（以下「旧個人情報」とい

う。）をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない義務については、施行

日以後においても、なお従前の例による。 

⑴ この条例の施行の際現に旧条例第２条第８号に規定する実施機関（以下「旧実施機関」

という。）の職員である者又は施行日前において旧実施機関の職員であった者のうち、施行

日前において旧個人情報の取扱いに従事していた者 

⑵ 施行日前において旧実施機関から委託を受けた旧個人情報を取り扱う事務に従事してい

た者 

⑶ 施行日前において旧実施機関が指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２４４条の２第３項に規定する指定管理者をいう。）に行わせた旧個人情報を取り扱う事務

に従事していた者 

４ 施行日前に旧条例第１５条第１項、第２８条第１項又は第３５条第１項の規定による請求

がなされた場合における旧条例第２条第４号に規定する保有個人情報（以下「旧保有個人情

報」という。）の開示、訂正及び利用停止については、なお従前の例による。 

５ 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、施行日前において旧実施機関が保有していた個

人の秘密に属する事項が記録された旧条例第２条第１０号に規定する行政文書であって、一

定の事務の目的を達成するために特定の旧保有個人情報を電子計算機を用いて検索すること

ができるよう体系的に構成したもの（その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含む。）

を施行日以後に提供したときは、２年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。 

⑴ この条例の施行の際現に旧実施機関の職員である者又は施行日前において旧実施機関の

職員であった者 

⑵ 附則第３項第２号に掲げる者 

⑶ 附則第３項第３号に掲げる者 

６ 前項各号に掲げる者が、その業務に関して知り得た施行日前において旧実施機関が保有し



 

 

ていた旧保有個人情報を施行日以後に自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供

し、又は盗用したときは、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 

７ 前２項の規定は、この市の区域外においてこれらの項の罪を犯した者にも適用する。 

８ 附則第２項の規定により旧条例の規定がその効力を失う前にした違反行為の処罰について

は、その失効後においても、なお従前の例による。 

９ 施行日前に旧条例第５０条の規定により取りまとめた旧実施機関における旧条例の運用

状況の公表については、施行日以後においても、なお従前の例による。 

１０ この条例の施行の際現に旧条例第４５条の規定により設置された山形市個人情報保護制

度運営審議会（以下「旧審議会」という。）の委員である者は、施行日において、第１２条第

２項の規定により新たに審議会の委員の委嘱を受けたものとみなす。 

１１ この条例の施行の際現に旧審議会の委員である者又は施行日前において旧審議会の委員

であった者に係る旧条例第４７条第５項の規定による職務上知り得た秘密を漏らしてはなら

ない義務については、施行日以後においても、なお従前の例による。 

 

 

 

理 由 

個人情報の保護に関する法律の改正に伴い、同法の施行に関し必要な事項について定めよう

とするものである。 

 



議第７９号 

 

山形市議会議員及び山形市長の選挙における選挙運動に要する費用の公費負担に 

関する条例の一部改正について 

 

山形市議会議員及び山形市長の選挙における選挙運動に要する費用の公費負担に関する条例

の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和４年１１月２４日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市議会議員及び山形市長の選挙における選挙運動に要する費用の公費負担に

関する条例の一部を改正する条例 

山形市議会議員及び山形市長の選挙における選挙運動に要する費用の公費負担に関する条例

（平成５年市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

第４条第２号ア中「１５，８００円」を「１６，１００円」に改め、同号イ中「７，５６０

円」を「７，７００円」に改める。 

第８条及び第９条中「７円５１銭」を「７円７３銭」に改める。 

第１１条中「５２５円６銭」を「５４１円３１銭」に、「３１０，５００円」を    

「３１６，２５０円」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第４条、第８条、第９条及び第１１条の規定は、この条例の施行の日（以下「施

行日」という。）以後にその期日を告示される選挙について適用し、施行日前にその期日を

告示された選挙については、なお従前の例による。 

 

 



理 由 

公職選挙法施行令の改正にあわせ、市議会議員及び市長の選挙における選挙運動用自動車の

使用等に係る公費負担額を改定しようとするものである。 

 



議第８０号 

 

山形市情報公開条例の一部改正について 

 

山形市情報公開条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和４年１１月２４日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市情報公開条例の一部を改正する条例 

山形市情報公開条例（平成９年市条例第３９号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第３５条」を「第３６条」に改める。 

第８条第２号イ中「、氏名」を削り、同条に次の１号を加える。 

⑺ 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「個人情報保護法」とい

う。）第６０条第３項に規定する行政機関等匿名加工情報（同条第４項に規定する行政機

関等匿名加工情報ファイルを構成するものに限る。以下この号において「行政機関等匿名

加工情報」という。）又は行政機関等匿名加工情報の作成に用いた同条第１項に規定する

保有個人情報から削除した個人情報保護法第２条第１項第１号に規定する記述等若しくは

同条第２項に規定する個人識別符号 

第１３条中「すべて」を「全て」に改める。 

第１８条第１項中「以下」の次に「この条及び次条において」を加え、同条第２項中「（以

下「諮問実施機関」という。）」を削り、同条第３項中「第６８号」の次に「。以下「審査

法」という。」を加える。 

第１９条中「諮問実施機関」を「前条第１項の規定により諮問をした実施機関」に改め、同

条第１号中「行政不服審査法」を「審査法」に改める。 

第２１条の見出しを「（情報公開・個人情報保護審査会の設置）」に改め、同条第１項中

「第１８条第１項及び山形市個人情報保護条例（平成１２年市条例第３４号。第２３条におい

て「保護条例」という。）第３８条第１項に規定する諮問に応じて審査するため」を「次に掲

げる事務を行うため、審査法第８１条第１項の規定により」に改め、同項に次の各号を加える。 



⑴ 第１８条第１項の規定による諮問に応じて審査請求について調査審議すること。 

⑵ 個人情報保護法第１０５条第３項において準用する同条第１項の規定による諮問に応じ

て審査請求について調査審議すること。 

第２１条に次の１項を加える。 

３ 審査会は、議会が保有する個人情報の開示等の請求に対する決定等についての審査請求に

関する議会からの意見の求め（第２３条第１項第３号において「意見の求め」という。）が

あったときは、議会に意見を述べることができる。 

第２２条第３項ただし書を次のように改める。 

 ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

第２２条第４項を次のように改める。 

４ 委員は、再任されることができる。 

第２２条第５項中「、同様」を「同様」に改め、同項を同条第６項とし、同条第４項の次に

次の１項を加える。 

５ 市長は、委員が心身の故障のため職務の執行ができないと認めるとき、又は委員に職務上

の義務違反その他委員としてふさわしくない非行があると認めるときは、その委員を解嘱す

ることができる。 

 第２２条に次の１項を加える。 

７ 委員は、在任中、政党その他の政治的団体の役員となり、又は積極的に政治運動をしては

ならない。 

第２４条を削る。 

第２３条第１項中「審査会は」の次に「、必要と認めるときは」を加え、「保護条例の規定

に基づく開示決定等、訂正決定等、利用停止決定等若しくは開示請求、訂正請求若しくは利用

停止請求に係る不作為に係る個人情報（以下「個人情報」という。）」を「保有個人情報」に、

「個人情報の公開」を「保有個人情報の開示」に改め、同条第３項中「個人情報」を「保有個

人情報」に改め、同条第４項を削り、同条を第２４条とし、第２２条の次に次の１条を加える。 

（定義） 

第２３条 この章において「諮問実施機関」とは、次に掲げる機関をいう。 

⑴ 第１８条第１項の規定により審査会に諮問をした実施機関 

⑵ 個人情報保護法第１０５条第３項において準用する同条第１項の規定により審査会に諮

問をした実施機関（議会を除く。）及び財産区 



⑶ 意見の求めをした議会 

２ この章において「保有個人情報」とは、個人情報保護法第６０条第１項に規定する保有個

人情報であって、個人情報保護法第７８条第１項第４号、第９４条第１項又は第１０２条第

１項にそれぞれ規定する開示決定等、訂正決定等又は利用停止決定等に係るものをいう。 

第２５条を次のように改める。 

（委員による調査手続） 

第２５条 審査会は、必要と認めるときは、その指名する委員に、前条第１項の規定による求

めにより提示された行政文書又は保有個人情報を閲覧させることができる。 

第２７条を削り、第２６条を第２７条とし、第２５条の次に次の１条を加える。 

（提出資料の写しの送付等） 

第２６条 審査会は、第２４条第３項の規定による資料の提出又は審査法第８１条第３項にお

いて準用する審査法第７４条若しくは同項において準用する審査法第７６条（個人情報保護

法第１０６条第２項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）の規定による主張書

面若しくは資料の提出があったときは、これらの資料又は主張書面の写し（電磁的記録（電

子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記

録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。）にあって

は、当該電磁的記録に記録された事項を記載した書面）を当該資料又は主張書面を提出した

審査請求人等（審査請求人、参加人又は諮問実施機関をいう。以下同じ。）以外の審査請求

人等に送付するものとする。ただし、第三者の利益を害するおそれがあると認められるとき

その他正当な理由があるときは、この限りでない。 

２ 審査会は、前項の規定により資料又は主張書面を送付しようとするときは、当該資料又は

主張書面を提出した審査請求人等の意見を聴かなければならない。ただし、審査会がその必

要がないと認めるときは、この限りでない。 

第６章中第３５条の次に次の１条を加える。 

（罰則） 

第３６条 第２２条第６項の規定に違反して秘密を漏らした者は、１年以下の懲役又は５０万

円以下の罰金に処する。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 



（山形市行政不服審査条例の一部改正） 

２ 山形市行政不服審査条例（平成２８年市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

  第１３条中「審査会」を「法第８１条第１項の規定により設置された機関」に改める。 

（経過措置） 

３ 施行日前にこの条例による改正前の第１８条第１項又は山形市個人情報の保護に関する法

律施行条例（令和 年市条例第  号）附則第２項の規定による廃止前の山形市個人情報保

護条例（平成１２年市条例第３４号）第３８条第１項の規定による諮問がなされた審査請求

について山形市情報公開・個人情報保護審査会が行う調査審議の手続等については、なお従

前の例による。 

 

 

 

理 由 

個人情報の保護に関する法律の改正に伴う個人情報の取扱いの変更にあわせ、規定の整備を

しようとするものである。 

 



議第８１号 

 

山形市職員定数条例の一部改正について 

 

山形市職員定数条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和４年１１月２４日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市職員定数条例の一部を改正する条例 

山形市職員定数条例（昭和２４年市条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号中「１，１１２人」を「１，１６８人」に改め、同条第５号中「２８８人」を

「２４２人」に改める。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

理 由 

第４次職員定員適正化計画の策定を受け、市長の事務部局及び教育委員会の事務部局の職員

の定数を変更しようとするものである。 

 



議第８２号 

 

山形市手数料条例の一部改正について 

 

山形市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和４年１１月２４日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市手数料条例の一部を改正する条例 

山形市手数料条例（昭和２６年市条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

附則に次の２項を加える。 

 （個人番号カードの利用による証明書等の交付等に係る手数料の特例措置） 

３ 令和７年１２月３１日までの間、この市の電子計算機と電気通信回線で接続された端末機

において利用者証明用電子証明書（電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証

業務に関する法律（平成１４年法律第１５３号）第２２条第１項の利用者証明用電子証明書

をいう。）が記録されている個人番号カード（行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号

カードをいう。）を利用して次の表の左欄に掲げる証明又は書類の交付の請求があった場合

における当該証明又は書類の交付に係る手数料の額は、別表第１の規定にかかわらず、次の

表の左欄に掲げる証明又は書類の種類の区分に応じそれぞれ同表の右欄に定める別表第１の

該当項に規定する手数料の額から１００円を減じて得た額とする。 

証明又は書類の種類 別表第１の該当項 

印鑑に関する証明 ７の項 

住民票の写し ２６の項 

戸籍の附票（当該戸籍の附票から除かれた者の附

票を含む。）の写し 

２７の項 

戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）第１２０条

第１項の規定に基づく磁気ディスクをもって調製

された戸籍に記録されている事項の全部又は一部

を証明した書面 

３０の項 



 （電子申請による証明書等の交付等に係る手数料の特例措置） 

４ 令和７年１２月３１日までの間、山形市行政手続における情報通信の技術の利用に関する

条例（平成１８年市条例第３８号）第３条第１項の規定による電子情報処理組織を使用する

方法により次の表の左欄に掲げる証明又は書類の交付の請求があった場合における当該証明

又は書類の交付に係る手数料の額は、別表第１の規定にかかわらず、次の表の左欄に掲げる

証明又は書類の種類の区分に応じそれぞれ同表の右欄に定める別表第１の該当項に規定する

手数料の額から１００円を減じて得た額とする。 

証明又は書類の種類 別表第１の該当項 

個人の納税に関する証明 １の項 

個人の所得に関する証明 ２の項 

身分に関する証明 ６の項 

住民票及び除票の写し ２６の項 

戸籍の附票（当該戸籍の附票から除かれた者の附

票を含む。）及び戸籍の附票の除票の写し 

２７の項 

戸籍法第１２０条第１項の規定に基づく磁気ディ

スクをもって調製された戸籍に記録されている事

項の全部若しくは一部を証明した書面又は同法第

１０条第１項若しくは第１０条の２第１項から第

５項までの規定に基づく戸籍の謄本若しくは抄本 

３０の項 

独身証明書 １２６の項 

別表第１の３０の項中「（昭和２２年法律第２２４号）」を削る。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、規則で定める日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の附則第３項及び第４項の規定は、施行日以後に請求のあった証明又は書類の交付

に係る手数料について適用し、施行日前に請求のあった証明又は書類の交付に係る手数料に

ついては、なお従前の例による。 

 

 

理 由 

証明書交付サービス及びオンライン申請サービスを利用した場合における証明書等の交付手

数料を減額しようとするものである。 



議第８３号 

 

山形市印鑑条例の一部改正について 

 

山形市印鑑条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和４年１１月２４日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市印鑑条例の一部を改正する条例 

山形市印鑑条例（昭和４６年市条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

第１１条第３項中「民間事業者が設置する」を削る。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

理 由 

 証明書交付サービスの利用拡大を図るため、印鑑登録証明書の交付申請に係る規定の整備を

しようとするものである。 

 



議第８４号 

 

山形市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例の一部改正について 

 

山形市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定す

る。 

 

令和４年１１月２４日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例の一部を改正する条例 

山形市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例（平成８年市条例第４号）の一部を次のよ

うに改正する。 

目次中「第８章 生活環境影響調査結果の縦覧等（第３８条の２―第３８条の７）」を 

「第８章 生活環境影響調査結果の縦覧等  

第１節 市が設置する一般廃棄物処理施設（第３８条の２―第３８条の９）  

 第２節 災害廃棄物処分受託者が設置する一般廃棄物処理施設（第３８条の１０― 

   

        に改める。  

第３８条の１６）」  

第２０条中「以下」を削る。 

第８章中第３８条の２の前に次の節名を付する。 

   第１節 市が設置する一般廃棄物処理施設 

第３８条の２中「以下「生活環境影響調査」を「第３８条の４及び第３８条の７において

「生活環境影響調査」に、「以下「影響調査書」を「次条第１項及び第３８条の８において

「影響調査書」に、「以下「意見書」を「第３８条の５及び第３８条の６において「意見書」

に、「以下「施設」を「第３８条の５、第３８条の７及び第３８条の８において「施設」に改

める。 

第３８条の３第２項中「以下」を「第３８条の８において」に改める。 



第３８条の４中「の各号」を削る。 

第３８条の６中「前条の」及び「まで」を削る。 

第３８条の７中「第３８条の２に規定する」を削り、第８章中同条を第３８条の８とし、第

３８条の６の次に次の１条を加える。 

（環境影響評価との関係） 

第３８条の７ 施設の設置又は変更に関し環境影響評価法（平成９年法律第８１号）又は山形

県環境影響評価条例（平成１１年山形県条例第２９号）に基づく環境影響評価（生活環境影

響調査に相当する内容を有するものに限る。）に係る告示、縦覧等の手続を経たものは、第

３８条の３から前条までに定める手続を経たものとみなす。 

第８章に次の１条及び１節を加える。 

（非常災害に係る縦覧期間等の特例） 

第３８条の９ 法第９条の３の２第１項の同意に係る一般廃棄物処理施設を設置しようとする

場合における第３８条の４及び第３８条の６の規定の適用については、第３８条の４中「１

月間」とあるのは「１月間（市長が非常災害の状況により期間の短縮を認める場合にあって

は、短縮後の期間）」と、第３８条の６中「２週間」とあるのは「２週間（市長が非常災害

の状況により期間の短縮を認める場合にあっては、短縮後の期間）」とする。 

    第２節 災害廃棄物処分受託者が設置する一般廃棄物処理施設 

（対象となる施設の種類） 

第３８条の１０ 市から非常災害により生じた廃棄物の処分の委託を受けた者（次条から第 

３８条の１４まで及び第３８条の１６において「災害廃棄物処分受託者」という。）が行う

法第９条の３の３第２項の規定による同条第１項に規定する調査（第３８条の１２及び第 

３８条の１５において「受託者施設生活環境影響調査」という。）の結果を記載した書類

（次条及び第３８条の１６において「影響調査書」という。）の公衆への縦覧及び生活環境

の保全上の見地からの意見書（第３８条の１３及び第３８条の１４において「意見書」とい

う。）を提出する機会の付与の対象となる一般廃棄物処理施設は、廃棄物の処理及び清掃に

関する法律施行令第５条第１項に規定するごみ処理施設のうち焼却施設（第３８条の１３、

第３８条の１５及び第３８条の１６において「受託者施設」という。）とする。 

（縦覧の公告等） 

第３８条の１１ 災害廃棄物処分受託者は、法第９条の３の３第２項の規定により影響調査書

を公衆の縦覧に供しようとするときは、その旨を公告するものとする。 



２ 災害廃棄物処分受託者は、前項の縦覧を行うときは、法第８条第２項各号に掲げる事項を

記載した書類（第３８条の１６において「受託者施設計画書」という。）をあわせて縦覧に

供するものとする。 

（縦覧の場所及び期間） 

第３８条の１２ 前条の縦覧の場所は、次に掲げるところとし、当該縦覧の期間は、公告の日

から１月間（市長が非常災害の状況により期間の短縮を認める場合にあっては、短縮後の期

間）とする。 

⑴ 災害廃棄物処分受託者の事務所 

⑵ 受託者施設生活環境影響調査を実施した周辺地域内で市長が指定する場所 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める場所 

（意見書の提出の公告） 

第３８条の１３ 災害廃棄物処分受託者は、法第９条の３の３第２項の規定により受託者施設

の設置に関し利害関係を有する者に意見書を提出する機会を付与しようとするときは、その

旨を公告するものとする。 

（意見書の提出先及び提出期限） 

第３８条の１４ 意見書の提出先は、次に掲げるところとし、当該意見書の提出期限は、第 

３８条の１２の規定による縦覧期間満了の日の翌日から起算して２週間（市長が非常災害の

状況により期間の短縮を認める場合にあっては、短縮後の期間）を経過する日とする。 

⑴ 災害廃棄物処分受託者の事務所 

⑵ 前号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める場所 

（環境影響評価との関係） 

第３８条の１５ 受託者施設の設置又は変更に関し環境影響評価法又は山形県環境影響評価条

例に基づく環境影響評価（受託者施設生活環境影響調査に相当する内容を有するものに限

る。）に係る公告、縦覧等の手続を経たものは、第３８条の１１から前条までに定める手続

を経たものとみなす。 

（他の市町村との協議） 

第３８条の１６ 市長は、受託者施設に関する区域等が次の各号のいずれかに該当するときは、

当該災害廃棄物処分受託者をして当該各号に掲げる区域の市町村の長に影響調査書及び受託

者施設計画書の写しを送付させ、当該区域における縦覧等の手続の実施について協議するも

のとする。 



⑴ 設置し、又は変更しようとする受託者施設の区域が他の市町村の区域内であるとき。 

⑵ 受託者施設の敷地が他の市町村の区域にわたるとき。 

⑶ 受託者施設の設置又は変更による生活環境に影響を及ぼす周辺地域に、他の市町村の区

域が含まれているとき。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

理 由 

 非常災害時における廃棄物処理施設の設置に関する特例措置を活用するために必要な事項に

ついて規定しようとするものである。 



議第８５号 

 

山形市道路の構造の技術的基準等を定める条例の一部改正について 

 

山形市道路の構造の技術的基準等を定める条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和４年１１月２４日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市道路の構造の技術的基準等を定める条例の一部を改正する条例 

山形市道路の構造の技術的基準等を定める条例（平成２４年市条例第３０号）の一部を次の

ように改正する。 

目次中「第４３条」を「第４４条」に、「第４４条」を「第４５条」に、「第４５条」を

「第４６条」に、「第４６条」を「第４７条」に改める。 

第２条中「法」の次に「、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」を加え

る。 

第４条第１項中「停車帯」の次に「、自転車通行帯」を加え、同条第５項本文中「車道」の

次に「（自転車通行帯を除く。）」を加える。 

第５条第８項中「第１２条」を「第４２条第１項において準用する令第１２条」に改める。 

第６条第２項中「副道」の次に「（自転車通行帯を除く。）」を加える。 

第８条の次に次の１条を加える。 

（自転車通行帯） 

第８条の２ 自動車及び自転車の交通量が多い第３種又は第４種の道路（自転車道を設ける道

路を除く。）には、車道の左端寄り（停車帯を設ける道路にあっては、停車帯の右側。次項

において同じ。）に自転車通行帯を設けるものとする。ただし、地形の状況その他の特別の

理由によりやむを得ない場合においては、この限りでない。 

２ 自転車の交通量が多い第３種若しくは第４種の道路又は自動車及び歩行者の交通量が多い

第３種若しくは第４種の道路（自転車道を設ける道路及び前項に規定する道路を除く。）に

は、安全かつ円滑な交通を確保するため自転車の通行を分離する必要がある場合においては、



車道の左端寄りに自転車通行帯を設けるものとする。ただし、地形の状況その他の特別の理

由によりやむを得ない場合においては、この限りでない。 

３ 自転車通行帯の幅員は、１．５メートル以上とするものとする。ただし、地形の状況その

他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、１メートルまで縮小することができる。 

４ 自転車通行帯の幅員は、当該道路の自転車の交通の状況を考慮して定めるものとする。 

第９条第１項中「第３種」の次に「（第４級及び第５級を除く。次項において同じ。）」を

加え、「第４種の道路」を「第４種（第３級及び４級を除く。同項において同じ。）の道路で

設計速度が１時間につき６０キロメートル以上であるもの」に改め、同条第２項中「歩行者の

交通量が多い第３種若しくは第４種の道路」の次に「で設計速度が１時間につき６０キロメー

トル以上であるもの」を加え、同条第４項中「第１２条」を「第４２条第１項において準用す

る令第１２条」に改める。 

第１０条第１項中「自転車道」の次に「又は自転車通行帯」を加える。 

第１１条第１項中「自転車道」の次に「若しくは自転車通行帯」を加える。 

第３０条第４項中「並びに」の次に「令第４２条第１項において準用する」を加える。 

第３２条第３号中「車道」の次に「（自転車通行帯を除く。）」を加える。 

第４０条中「）並びに」の次に「令第４２条第１項において準用する」を加える。 

第４１条第１項及び第２項中「第８条」の次に「、第８条の２第３項」を加える。 

第４２条第３項中「第３９条第４項」を「第４２条第１項において準用する令第３９条第４

項」に改め、同条第５項中「）並びに」の次に「令第４２条第１項において準用する」を加え

る。 

第４３条第２項中「第４０条第３項」を「第４２条第１項において準用する令第４０条第３

項」に改め、同条第４項中「規定並びに」の次に「令第４２条第１項において準用する」を加

える。 

第４６条を第４７条とする。 

第４５条中「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第１０条第１項に規定

する移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準」を「道路移動等円滑化基準」に改

め、第４章中同条を第４６条とする。 

第３章中第４４条を第４５条とする。 

第２章中第４３条の次に次の１条を加える。 

（歩行者利便増進道路） 



第４４条 歩行者利便増進道路に設けられる歩道若しくは自転車歩行者道又は歩行者利便増進

道路である自転車歩行者専用道路若しくは歩行者専用道路には、歩行者の滞留の用に供する

部分を設けるものとする。 

２ 前項に規定する部分には、歩行者利便増進施設等の適正かつ計画的な設置を誘導する必要

があるときは、歩行者利便増進施設等を設置する場所を確保するものとする。この場合にお

いて、必要があると認めるときは、当該場所に街灯、ベンチその他の歩行者の利便の増進に

資する工作物、物件又は施設を設けるものとする。 

３ 歩行者利便増進道路（新設特定道路を除く。）は、道路移動等円滑化基準に適合する構造

とするものとする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

理 由 

 道路構造令等の改正に伴い、歩行者利便増進道路及び自転車通行帯に関する基準等を定めよ

うとするものである。 



 

議第８６号 

 

山形市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正について 

 

山形市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに制定する。 

 

令和４年１１月２４日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

山形市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条 

例 

山形市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成３年市条例第５４号）の

一部を次のように改正する。 

別表第１に次のように加える。 

山形北インター

産業団地地区地

区整備計画区域 

都市計画法第２０条第１項の規定により告示された山形広域都市

計画山形北インター産業団地地区地区計画のうち、地区整備計画が定

められた区域 

別表第２に次のように加える。 

山 形 北

イ ン タ

ー 産 業

団 地 地

区 地 区

整 備 計

画 区 域 

産 業 団 地

Ａ地区 

次に掲げる建築物（これ

に附属する建築物を含

む。）以外の建築物 

⑴ 工場（法別表第２（る）

項第１号に掲げるもの

を除く。） 

⑵ 法別表第２（は）項第

５号に掲げる店舗等 

⑶ 事務所 

⑷ 保育所 

⑸ 自動車車庫 

⑹ 倉庫（法別表第２（る）

項第２号に掲げるもの

を除く。） 

⑺ 公園に設けられる公

１，０００平

方メートル 

外 壁 等 の

面 か ら 道

路 境 界 線

ま で の 距

離 

２ メ ー

トル 

２ ０ メ

ートル 

外 壁 等 の

面 か ら 隣

地 境 界 線

ま で の 距

離 

２ メ ー

ト ル 。 

ただし、

都 市 計

画 法 第 

１ ２ 条

の ５ 第

２ 項 第

１ 号 に

定 め る



 

衆便所及びあずまや 

 

地 区 施

設 で あ

る 緑 地

と の 境

界 線 に

あ っ て

は、この

限 り で

な い 。 

産 業 団 地

Ｂ地区 

次に掲げる建築物（これ

に附属する建築物を含

む。）以外の建築物 

⑴ 工場（法別表第２（る）

項第１号（１）から（４）

まで、（１１）から

（１３）まで、（１７）、

（１９）から（２２）ま

で及び（２９）から

（３１）までに掲げる事

業を営むものを除く。）

⑵ 事務所 

⑶ 自動車車庫 

⑷ 倉庫 

⑸ 公園に設けられる公

衆便所及びあずまや 

 

１，０００平

方メートル 

外 壁 等 の

面 か ら 道

路 境 界 線

ま で の 距

離 

２ メ ー

トル 

２ ０ メ

ートル  

外 壁 等 の

面 か ら 隣

地 境 界 線

ま で の 距

離 

２ メ ー

ト ル 。

ただし、

都 市 計

画 法 第

１ ２ 条

の ５ 第

２ 項 第

１ 号 に

定 め る

地 区 施

設 で あ

る 緑 地

と の 境

界 線 に

あ っ て

は、この

限 り で

な い 。

別表第３に次のように加える。 

山形北イン

ター産業団

地地区地区

整備計画区

域 

産業団地Ａ地区 

１０分の２０ １０分の６  

産業団地Ｂ地区 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



 

理 由 

山形北インター産業団地地区地区整備計画区域内の建築物等を制限し、良好な都市環境を確

保しようとするものである。 



議第８７号 

 

山形市消防本部及び消防署の設置等に関する条例の一部改正について 

 

 山形市消防本部及び消防署の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定す

る。 

 

令和４年１１月２４日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

   山形市消防本部及び消防署の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 山形市消防本部及び消防署の設置等に関する条例（昭和４３年市条例第５号）の一部を次の

ように改正する。 

 第５条第１項中「２５８人」を「２８７人」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

   理 由 

 第２次消防職員定員適正化計画の策定を受け、消防本部及び消防署の職員の定数を変更しよ

うとするものである。 



議第８８号 

 

山形市立学校設置条例の一部改正について 

 

山形市立学校設置条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和４年１１月２４日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市立学校設置条例の一部を改正する条例 

 山形市立学校設置条例（昭和３９年市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

第１項の表山形市立南沼原小学校の項所在の欄中「山形市富の中一丁目１番４号」を「山形

市飯沢５９番地２」に改め、同表山形市立西山形小学校の項所在の欄中「山形市大字柏倉  

８８８番地」を「山形市大字柏倉３７７４番地１」に改める。 

附 則 

この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日から施行する。 

 ⑴ 第１項の表山形市立南沼原小学校の項の改正規定 令和５年１月１０日 

 ⑵ 第１項の表山形市立西山形小学校の項の改正規定 教育委員会規則で定める日 

 

 

 

理 由 

南沼原小学校及び西山形小学校の移転改築に伴い、これらの小学校の所在地を変更しようと

するものである。 



議第８９号 

 

山形市下水道条例の一部改正について 

 

山形市下水道条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和４年１１月２４日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

山形市下水道条例の一部を改正する条例 

山形市下水道条例（昭和４０年市条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

第２１条の２第１項の表種類の項の次に次のように加える。 

指定下水道工事店指

定手数料 

 １件につき １０，０００円  

指定下水道工事店継

続指定手数料 

 １件につき １０，０００円  

 第２１条の２第２項中「申込み」を「申請」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（適用） 

２ 改正後の第２１条の２の規定（指定下水道工事店指定手数料及び指定下水道工事店継続指

定手数料に係る部分に限る。）は、施行日以後の申請に係る手数料について適用する。 

 

 

 

   理 由 

指定下水道工事店の指定及び継続指定に係る手数料を定めようとするものである。 



議第９０号 

 

山形市病院事業の設置等に関する条例の一部改正について 

 

山形市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和４年１１月２４日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

山形市病院事業の設置等に関する条例（昭和４１年市条例第５２号）の一部を次のように改

正する。 

第６条第１項中「６１５人」を「６２９人」に改める。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

理 由 

市立病院済生館要員計画の策定を受け、済生館の職員の定数を変更しようとするものである。 


